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研究業績（研究内容別） 
田中弥生 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業績一覧の見方 
 
「研究業績の構成について」 

本研究業績は研究内容別に記し、大きく２つの構成で示している。すなわち、研究概要を

説明した上で、関連業績を一覧表に示している。 
 

「関連業績」 
・研究論文：本欄に論文タイトルのみ記しているものは研究論文、研究ノートはタイトル

のあとに（研究ノート）として記している。 
○は査読つきを表わす。 

・ 書籍：出版書籍（単著、共著の場合には分担章） 
◎は単著を表わす。 

・ 論考：雑誌、新聞などへの投稿文 
・ 研究発表・報告：学会での報告（発表報告文） 
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1. 市民社会政策研究 
 
21 世紀に入り、世界の統治のあり方が変容する中で、特に公共領域における官民の役

割とその再編が大きな課題となっている。それは途上国のみならず、知識基盤社会を標

榜する先進国諸国においても大きな課題となっており、いまだ、手探りの状態にある。

本研究は、各国の市民社会政策の特徴とその課題を定量・定性的な調査をもって明らか

にすることを目的とする。 
 

著書 著者 発行年 発行所、発表雑

誌、又は学会等

の名称 

概要 

書籍     
『市民社会政策論

--3.11 後 の 政 府 、

NPO、ボランティア

を考えるために』 

単著 2011 年 8
月 

明石書店 ［概要］ 
筆者らが開発した非営利組織評

価基準の理論編。NPO セクター

が寄付とボランティアに消極的

になり市民と乖離した背景に

は、「新しい公共」および自民党

時代からの政策が大きく影響し

ていることを、定量・定性分析

によって明らかにした。その上

で、市民社会と非営利セクター

の関係構築の手段としての評価

基準の意義を説く。382 頁 
「ＮＰＯ法政にみる

国家的支援の現状と

課題-政府はなぜボラ

ンタリズムを委縮さ

せたのか」『法哲学

学会年報 市民/社会

の役割と国家の責

任』 

単著 2011 年 9
月 

日本法哲学学会

編、有斐閣 
［概要］ 
ＮＰＯ制定以降の自民・民主政

権下のＮＰＯ法、寄付税制、補

助金政策の検証を行い、なぜ、

政府はＮＰＯの自発性や市民参

加の機能を減退させたのかを論

じた。 
pp15-31 

『 社 会 政 策 講 義 』

「強く自立したNPO
へ～民が担う公共領

域の好循環～」 
 

共著 2011 年 9
月 （ 平 成

23 年） 

明石書店 ［概要］ 
非営利セクターの内的環境を規

定した NPO 法人制度および外

部環境に大きく影響した行政効

率化とアウトソーシングにかか

る諸制度の影響を分析した上

で、今後、NPO セクターを強化

するためには市民が自発的に担

う公共領域の強化と施策が必要

であることを述べた。 
◎NPO新時代 ～市

民性創造をめざして

～  
 
 

単著 2008 年 12
月 （ 平 成

20 年 12
月） 

明石書店 ［概要］ 
NPO 法施行から１０年の同セ

クターの状況をレビューし、そ

の最大の課題は、市民社会の再

編と活性化においてその役割を
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果たしきれていないことを指摘

した。お任せ民主主義、官から

民への流れ、個の時代を見据え

た市民社会の再編に NPO がど

のような役割を果たしうるの

か、そのためにはどのような戦

略があり、さらにその価値をど

のように評価してゆくのか説明

した。全 269 頁 
研究論文     
○認定 NPO 法人制

度改正の検証と評価 

～新しい公共税制優

遇への提言～ 

共著 2011 年 9
月 

非営利法人研究

学会誌 Vol.13 
［概要］ 
認定 NPO 法人制度の評価基準

（パブリック・サポート・テス

ト）は低認定率の要因であると

して、新しい公共のもと政府は

仮認定制度を導入しようとして

いる。だが、これまで 7 回の改

正の検証は行われてこなかっ

た。そこで、過去の改正内容を

レビューし、6 通りの計算式を

整理し、1.4 万の財務データベ

ースを用いて、基準合格率を算

定したところ、3 割が既に合格

していることがわかった。21-30
頁 

 
 
2. 非営利組織研究 
2-1 非営利組織の社会的イノベーション力促進のためのアセスメント・ツール開発  

（2007 年～トヨタ財団助成および科研費研究事業） 
本研究は、民間非営利組織の評価手法、すなわち、社会的使命に基づき活動する組織のパ

フォーマンス、持続性、イノベーション力（創意工夫力）を確認し、その結果を組織の成

長に生かすための評価手法（アセスメント・ツール）を開発することを目的とする。 
 わが国の NPO 法人（特定非営利活動法人）についてみると、NPO は既存の方法論では

解決困難な社会問題に対し、独自の視点や工夫によるアイディアを市民の発意とネットワ

ークによって支えられ事業化し、新たな解決策を提示してきた（イノベーション力）。また

それが社会的な関心を集めてきた所以である。だが、行政改革、「官から民」への流れの中

で、NPO は独自の創意工夫による問題解決策の提示と実践だけでなく、持続的に一定水準

の公益的な事業やサービスを提供する経営体としての役割も求められるようになっている。

しかしながら、非営利セクターには企業の売り上げに匹敵する明確なボトムラインが存在

しない。そこで求められるのは、イノベーション力を維持しながら、自立的、持続的に経

営するためのモデルであり、そのための「目安」としての判断材料と基準である。 
 具体的には以下の２つの分析作業から、先の「目安」としての評価手法（アセスメント・
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ツール）ノ開発を行なってゆく。第１に、1.4 万団体の NPO 法人財務データベースを活用

し、財務分析を行なう。ここから NPO セクター全体の財務状況、さらには団体の成長要因

を探りながら、財務的に良好な団体を抽出してゆく。第 2 にイノベーションに関する分析

を行なう。「イノベーションは天才のひらめきではなく、体系的な探求の仕事である」とい

う考え方にもとづき、イノベーションを排出しやすい組織環境、思考方法の要点を先行研

究から明らかする。これをもとにアセスメント・ツールを作成する。このツールを用いて

第１作業で抽出された団体に対して分析を行なうというものである。この試行錯誤のプロ

セスにおいてツールの実行可能性を精査しながらアセスメント・ツールを完成させてゆく

予定である。 
 
関連業績一覧 
著書 著者 発行年 発行所、発表雑

誌、又は学会等

の名称 

概要 

書籍     
研究論文     
○エクセレントNPO
基準-課題解決として

の評価- 

単著 2011 年 3
月 

『日本評価研究』

第 11 号第 1 号 
［概要］ 
非営利組織の評価発展の歴史的

経緯をレビューしたうえで、評

価には課題発見と課題解決を主

眼をおいた 2 種類の評価がある

ことを論じたうえで、日本の非

営利セクターの課題解決を目的

にしたエクセレント NPO 評価

基準策定の背景にある現状と課

題、基準策定方針、基準概要に

ついて論じた。Pp3-19 頁 
○財務指標から捉え

た民間非営利組織の

評価 

－持続性の要因を探

る－ 
 

共著 2010 年

Vol.10/No.
2 

ノンプロフィッ

トレビュー(日本

NPO 学会) 

［概要］ 
NPO 法人のパネル・データベー

スを構築し，財務的な評価ツー

ルを開発することによって分析

を行い，NPO の持続性にかかる

実態と促進・疎外要因を明らか

にしようとした．持続性確保に

至る道筋を，共分散構造モデル

を用いて構築し財務的持続性に

影響する正負の要素を明らかに

した。Pp111-112 
パネルデータにみる

NPO のキャッシュフ

ロー構築プロセス 
 

共著 2011 年 3
月 

「大阪大学経済

学」（大阪大学）

第 60 巻第 4 号 

［概要］ 
東京都所管のNPO法人 154団体

の 7 年間のパネル・データをも

とに、キャッシュフロー構築に

至る仮説を構築し，検証を行っ

た．その結果、主たる資金源の

構築が鍵を握ることがわかっ

た。なお、主たる収入源として
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は、事業収入である団体と寄付

を中心とした団体の双方がある

ことがわかった。 
○日本の NPO セク

ター政策における評

価の意義 
～市民社会の再構築

をめざして～ 
 

単著 2008 年９

月 （ 平 成

20 年 9 月） 

『日本評価研究』

（第 8 巻、第 3
号 pp3-21） 

［概要］ 
日本の NPO セクターの課題を

ドラッカーの理論に基づき分析

し、「市民性創造」機能にあると

指摘した。この機能強化を念頭

に、公益性の評価としてのパブ

リック・サポート・テストの意

義と政策との融合のあり方につ

いて説明した。pp3-21 
○NPOの持続性と課

題 〜財務データベ

ース分析から考える

〜 
 

共著 2008 年６

月 （ 平 成

20年６月） 

ノンプロフィッ

ト レ ビ ュ

ー .vol8/No.1 
(日本 NPO 学会) 
 

［概要］ 
１．４万団体の NPO 財務デー

タベースをもとに、主としてキ

ャッシュ・フロー面に焦点をあ

てて財務分析を行なった。NPO
セクター全体の財務動向からは

持続性が困難であることが定量

的に説明された。また会計制度

の諸問題なども明らかになっ

た。pp33-48 
論考     

「震災機に寄付文

化の議論を」 
批評 2011.9 毎日新聞「メディ

ア時評」 
［概要］ 
連載の 2 回目。東日本大震災に

おける義援金問題に関する各紙

の記事を分析した上で、メディ

アには寄付に関する誤解や知識

不足を解消することも期待がで

き、我が国の寄付文化育成に寄

与する議論形成が可能であるこ

とを指摘した。 
「ボランティ減少

の背景を」 
批評 2011.8 毎日新聞「メディ

ア時評」 
［概要］ 
連載の 1 回目。東日本大震災に

おけるボランティア減少に関す

る各紙面の記事を分析した上

で、この問題の背景には NPO
の民間の受け皿が少なかったこ

とや、メディアによる抑制の影

響があったことを指摘した。 
NPO の質的向上目

指して 
論告 2010.8 月間「国際開発ジ

ャーナル」 
［概要］ 
「新しい公共」政策などの影響

を受け、NPO、NGO セクター

への公的な資金の流れや政治と

の関係に変化が起っていること

を指摘した上で、NPO の質向上

をめざした評価の必要性を論じ

た pp34-35 
「新しい公共」から

抜け落ちた NPO 評

論考 2010.7.27 週間エコノミス

ト 7/27、毎日新

［概要］ 
鳩山政権の「新しい公共」円卓
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価基準をもとに質向

上をめざせ 
聞社 会議の議論の課題を公共領域の

構造から説明した上で、NPO の

質向上をめざすための工夫とし

て、エクセレント NPO 基準を

提唱した。Pp66-67 
「エクセレントNPO
とは何か」『エクセ

レント NPO とは何

か －強い市民社会

への「良循環」を作

り出す』ブックレッ

ト 

論考 2010.4( 平

成 22 年 4
月) 

言論 NPO ［概要］ 
筆者が主催する非営利組織評価

基準検討会における議論および

アンケート調査や財務データベ

ース分析をもとに、望ましい非

営利組織像の条件を抽出し、そ

れを基準としてまとめた。本論

はエクセレント NPO が求めら

れる社会的背景、エクセレント

NPO の基本理念および骨格を

説明したものである。 
「NPO 法施行から

10 年---市民性の問題

を映す広報という鏡 

-開かれた NPO 後方

へ」 

単著 
論考 

2009.4 
（平成 21
年 4 月） 

月間「広報」 
（日本広報協会） 

［概要］ 
NPO10 年を経た現状および広

報に関する実態と姿勢を分析し

た上で、その課題は技術や資金

的な問題のみならず、人々への

社会参加機会提供の役割に対す

る認識不足からきていることを

指摘した。 
「NPO とは何か」 単著 

論考 
2009.1.1 
（平成 21
年 1 月号） 

FP ジャーナル

（ファイナンシ

ャル・プランナー

ズ協会） 

［概要］ 
NPO の目的、役割に関する基本

定義とその解説をした。 

「日本の未来と市民

社会の可能性」言論

ブログ・ブックレッ

ト 

論考 2008.10
（平成 20
年 10 月） 

言論 NPO ［概要］ 
非営利組織評価研究会において

問題提起をした有識者（EU,政
治学者、経営学者、政治家など）

との議論をとりまとめた。 
研究発表     

新しい公共と税制優

遇 
―認定 NPO 法人制度

は寄付文化を促進す

るか？― 
 

共著 2010 年 9
月 26 日 

非営利法人研究

学会大会 
［概要］ 
認定 NPO 法人制度の評価基準

（パブリック・サポート・テス

ト）は低認定率の要因であると

して、11 年間で 7 回の改正が行

われてきた。だが、明確な検証

がないままの改正であった。そ

こで、過去の改正内容を整理し

た上で、1.4 万の財務データベ

ースを用いて、基準合格率を算

定したところ、3 割が既に合格

していることがわかった。 
望ましい非営利組織

の条件と評価基準 
 

共著 2010 年 3
月 14日(平
成 22 年 3
月) 

日本NPO学会第

12 回大会 
［概要］ 
NPO セクターの現状課題を分

析した上で、NPO が質の向上を

めざし、社会に示すことが急務
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であることを示した。しかしな

がら、非営利部門には明確な評

価基準や経営の目安が不在であ

る。ここでは、経営史や非営利

組織論の原則と実践例を鑑み、

のぞましい非営利組織の基本条

件を示した。 
NPO財務データベー

スから捉えた持続性

構造と収入戦略 

共著 2010 年 3
月 13日(平
成 22 年 3
月) 

日本NPO学会第

12 回大会 
［概要］ 
日本のNPO法人について 2種類

の財務データベースを構築し定

量的分析を行った。これらのデ

ータを用いて、財務的持続性に

正負の影響を与える要因を明ら

かにした上で、成長段階に応じ

た収入戦略のあり方について探

ろうとした。以下 4 本の発表か

ら構成される。 
（1）NPO 法人の収入構造と成

長パターン ～全国データベー

スによる財務指標分析から～ 
（2）非営利組織の収入戦略と財

務持続性 ～事業化か多様化か

～ 
（3）財務指標から捉えた非営利

組織の評価 ～持続性の要因を

探る～ 
（4）パネルデータにみる NPO
のキャッシュフロー構築プロセ

ス 
財務指標から捉えた

民間非営利組織の評

価 

～持続性の構造を探

る～ 

 

共著 2009 年 11
月 29日(平
成 21 年 11
月) 

日本評価学会第

9 回全国大会 
［概要］ 
NPO法人の財務パネルデータ

分析をもって、それが財務的な

持続性にたどり着くための要因

とそのルートを共分散構造分析

によって明らかにした。大多数

のNPO法人が事業収入にとい

う単一の収入に依存している

が、それが財務的な持続性に負

の影響を与えうることも明らか

になった。 
 

財務指標から捉えた

民間非営利組織の評

価～持続性の要因を

探る～ 

共著 2009 年 6
月 13 日

（平成 21
年 6 月） 

日本評価学会春

季大会第 6 回 
［概要］ 
NPO など民間非営利組織の財

務状況や収入戦略の基礎情報を

提供するための分析手法は未だ

途上段階にある。そこで、財務

データベースを構築しながら、

いくつかの財務指標を開発し、

その適用可能性および分析結果

を説明した。 
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民間非営利組織の評

価 ～財務分析と組

織評価にみる持続性

と刷新性～ 

共 同

発表 
2009 年 3
月 22 日

（平成 21
年 3 月） 

日本NPO学会第

11 回大会 
［概要］ 
情報開示請求によって取得した

NPO 法人のパネルデータ（7 年

間）をデータベース化し、財務

的な持続性や組織の刷新性を支

える財務的コンディションにか

かる指標を開発し分析を行っ

た。 
日本の NPO セクタ

ー政策における評価

の意義 
～市民社会の再構築

をめざして～ 
 

単著 2008 年 11
月 30 日

（平成 20
年 11 月） 

日本評価学会第

9 回大会 
［概要］ 
日本の NPO セクターの課題を

ドラッカーの理論に基づき分析

し、「市民性創造」機能にあると

指摘した。この機能強化を念頭

に、公益性の評価としてのパブ

リック・サポート・テストの意

義と政策との融合のあり方につ

いて説明した。 
NPOの持続性と課題 

財務データベース分

析からの考察 

共著 
発表 

2008 年 3
月 16 日

（平成 20
年 3 月） 

日本NPO学会第

10 回大会 
［概要］ 
1.4万団体にNPO財務データベ

ースを用いて、NPO の資金難の

実態と構造を明らかにした上

で、経営持続のための剰余金の

再考を提案した。 
「大阪大学・NPO 法

人財務データベース

分析にみる持続性と

課題」 

単 独

発表 
2007.12.1
6（平成 19
年 12 月） 

大阪大学NPO研

究フォーラム 
［概要］ 
多くの NPO が訴える資金不足

の実態と構造について、1.4 万

団体の財務データベースから明

らかにした。また、キャッシュ・

フローを辛うじて維持している

のは借入によるものであること

も明らかになってきたが、その

実態についても定量的に説明し

た。 
 
 
２－２ 小さな政府時代の NPO 政策 
（１）行財政改革政策と NPO セクターへの影響 （2004-2007 年） 
行政、制度・法律と NPO の関係を明らかにするために 2005 年７月、２千件の NPO に対

するアンケート調査およびヒアリングを実施した。ここで明らかなり始めたのは NPO の収

入構造の変化でその７割近くを行政資金に依存するという傾向が見られる。また、寄付金

や会費など民間から調達した資金は少ない。その一方で、極端に安価な値段で行政から業

務委託するケースが急増しており、NPO セクターの様相に変化をもたらしている。このよ

うな実態をセクター全体で把握すべく定性的・定量的に分析し、今後の NPO 政策を検討す

る際の基礎的資料を提供することが必要である。また、自立した非営利組織の経営モデル

を分析、提示してゆく必要があるだろう。 
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重要なのは、このような現状を導いた要因の解明であるが、明らかに国、地方の施策の影

響は大きい。則ち、小泉改革路線の中で急速に進められてきた行政改革の受け皿として民

が担う公が叫ばれ、指定管理者制度、支援費制度などが次々と作られ、これによって安価

な値段で NPO への業務委託が可能になった。各省庁の NPO 関連予算も急増傾向にある。

各省庁ばらばらに策定される NPO 予算の動向は所轄官庁である内閣府でさえ把握が困難

である。国、地方として我が国の民間非営利セクターをどうしたいのか政策がみえてこな

いのである。本研究は、NPO の現状分析や国・地方の政策的動向を明らかにした上で、政

治・行政、経営学などの複数分野の専門家、実務家からなる研究チームをつくり、行政改

革の裏で抜け落ちている民側の制度設計のあり方を明らかにしてゆく。なお、超少子高齢

化、財政破綻に直面する日本が持続可能な社会システムを再構築するための第一段の研究

と位置付けている。 
 
『平成１７年度、１８年度 科学研究費事業』 
関連業績 論文・著書など ○は査読つき 
著書 著者 発行年 発行所、発表雑誌、

又は学会等の名称 
概要 

書籍     
◎NPOが自立する日

～行政の下請けに未

来はない～ 

単著 ２ ０ ０ ６

年 10 月（ 
平成 18 年

10 月） 

日本評論社 ［概要］ 
NPO の行政下請け化の実態

をアンケートおよびヒアリン

グ調査から明らかにした。そ

の原因を NPO 関連の政策３

つの流れに探りながら、下請

け化問題が構造化しているこ

とを明らかにする。さらに、

各法人制度の比較から、下請

け化の本質的問題は NPO 法

制度と改革の方向にあること

を指摘し、民間資金を中心に

すえた制度改革が急務である

ことを提案した。267 頁 
研究論文     
○「非営利組織の原

点を築いた P.F.ドラ

ッカ --日本の民間非

営利組織への警鐘--」 
『ドラッカー学会年

報 2007 文明とマネ

ジメント』 

単著 2007 年 11
月 25 日 
（ 平 成 １

９ 年 １ １

月２５日） 

ドラッカー学会 ［概要］ 
P.F.ドラッカーが１９８０年

代より頻繁に言及するように

なった非営利組織を集大成し

ながら、同氏の非営組織論を

論じた。また同氏の日本の非

営利セクターへの期待と現状

との乖離を分析し、わが国の

非営利セクターの課題につい

て問題提起した。 
100-117 頁 

学会発表 ワーキ     
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ングペーパー 

 自 立 に 向 け た

NPO 法制度の見直

しとは 

共著 2007 年 3
月 
（平成１９

年３月） 

日本 NPO 学会 ［概要］ 
公益法人制度改革にあわせ、

平成１７年１２月より NPO
法見直しの審議が続けられて

いる。NPO の資金基盤の脆弱

さ、信頼性の担保の困難さは

NPO 個別問題のみならず、法

制度にも起因する点があるこ

とを指摘した。社会福祉法人、

学校法人など他非営利法人制

度との比較をしながら、持続

性と信頼性の担保という視点

から法制度見直しの論点を議

論した。 
問われる NPO の下

請け化傾向と自立 
単著 2007 年 3

月 
（平成１９

年３月） 

日本 NPO 学会 ［概要］ 
２００５年、２００６年に実

施した 2 千件の NPO アンカ

ーとの結果から、委託を通じ

た公的資金への依存度が

NPO の間で高まり、それが使

命喪失、ニーズの発見は新規

事業開拓の創意工夫力を喪失

させていることを実証した。

その上で、原因分析を NPO
個別の経営視点とセクター全

体に影響を与えている政策面

から行なった。 
問われる NPO の質

の変化 
単著 ２００６年

6 月 
（平成 18
年 6 月） 

日本 NPO 学会 
 

［概要］ 
NPO の公的資金への依存率

が全体に高まっていること、

その主たる要因は行政からの

委託事業にあることを問題的

した。この内容は、2005 年に

実施したアンケート調査結果

にもとづく収入構造分析、収

入構造別分布状況から明らか

にした。 
 

論考     
「行政の下請け化

する NPO市民参加の

役割果たせ」 

論考 
単著 

2009 年 3
月 
（平成 21
年 3 月） 

週間エコノミスト

３/３号 
毎日新聞社 

［概要］ 
NPO 法施行から 10 年を経た

現在、最も特徴的な問題のひ

とつが行政の下請け化という

認識は広く共有されるように

なった。この問題の根底には

NPO の立ち位置と視点が行

政に偏重していることにあ

る。NPO の本来の役割である

市民参加の役割を強化するこ
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とに自立と強化の道があるこ

とを説明した。 
市民社会で脱・下

請け 
イ ン

タ ビ

ュ ー

記事 

2008 年 5
月 20 日 
（平成 20
年 5 月 20
日） 

「即興政治論」東

京新聞平成 20 年

5 月 20 日朝刊 
駐日新聞 5 月 20
日夕刊  

［概要］ 
NPO セクターが慢性的な財

政困難に陥っている状況か

ら、安価な委託に陥った結果、

NPO が本来もつ社会的イノ

ベーション力が衰退している

ことを指摘した。 
第 2 編 ＮＰＯの

現状と課題 
１ ＮＰＯが自立す

る日－行政の下請け

化に未来はない 

単著 2008 年 9
月 
（平成 20
年 9 月） 

女性と仕事ジャ

ーナル第 17 号

2008 年 9 月 23 日

発行、女性と仕事

研究所発行 

［概要］ 
財政支出削減政策が進む中、

行政から民間へのアウトソー

シングは急増しているが、

NPO は安価な委託先として

利用され、それを甘んじて受

けている NPO 関係が定着化、

構造化していることに警鐘を

鳴らした。 
 

「官製市場と市民

市場 〜揺れる

NPO のガバナンス

〜」『地域開発

2007.11』 
 

単著 2007 年 11
月 
（平成 19
年１１月） 

財団法人日本地域

開発センター 
［概要］ 
行政の下請け化現象をアンケ

ートと財務データ分析によっ

て定量的に説明した後、この

現象は NPO 特有というより

も官製市場の構造的な問題で

あることを指摘した。また

NPO が下請け化問題を回避

するには、寄付者やサービス

の利用者など市民側に軸足を

移しなおす必要があることを

提起した。 
談合問題は「新たな

公共の担い手」に何

を教えているのか 

論考 
単著 

2007 年 5
月 
（平成 19
年 5 月） 

ハーバート・ビジ

ネス・レビュー5
月号、ダイヤモン

ド社 

［概要］ 
談合問題を経済理論を分析枠

にして明治時代からの日本の

談合事件を検証した「談合の

経済学」を参照しながら、現

代日本の規制緩和政策によっ

て進められている民間委託に

よる公共サービスも談合と同

じ官製市場の構造の中におか

れていること、その結果、談

合と類似の問題が福祉や街づ

くりなどのソフトの公共サー

ビスにおいても起こりうるこ

とを理論的に説明した。P139
－142 

NPO が下請け化から

抜け出すために 

論考 
単著 

2007 年 4
月 
（平成１９

年 4 月） 

「環境会議  春

号」宣伝会議 
［概要］ 
新たな公共の担い手として着

目される NPO などの民間非

営利組織ではある。行政改革
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と規制緩和政策の中で、行政

と NPO との協同、委託業務

が増えているが、その結果、

NPO の社会的使命や市民社

会の創出という本質的な役割

が軽視され、行政府機関の代

行機能ばかりが強調される傾

向にあることをデータと理論

面から警鐘を鳴らした。

P260-265 
問われる「民が担う

公」の設計 

――「ＮＰＯの下請

け化問題」にみる課

題 
 

論考 
単著 

2007 年 3
月 
（平成１９

年３月） 

「UP」 
3 月号２００７年 
東京大学出版会 

［概要］ 
NPO の公的資金依存度の増

加と下請け化現象を示した上

でその背景にある政策的課題

あるいはを指摘した。昨今の

行政改革、小さな政府論の矛

盾が、NPO セクターとその政

策に凝縮、反映されている。

P24-31 
NPO「行政下請け」

から自立を 
論考 
単著 

2006 年 11
月 
（平成 18
年 11 月） 

月刊「公明」12 月

号 
［概要］ 
NPO の公的資金依存度の増

加とともに、下請け化の傾向

もみられるようになってい

る。その背景には経営の困難

さがある。本論はその原因に

法制度の問題があるとして、

具体的に説明し昨今の法制度

見直しの矛盾を説明した。

P54-59 
日経新聞経済教室 
NPO脱「行政下請け」

を 
 

単著 
単著 

2006 年 8
月 7 日 
（平成 18
年 8 月 7
日） 

日経新聞者 筆者が実施した2千件のNPO
へのアンケート調査をもとに

公的資金依存度の高さを説明

し、その原因を行革などの政

策の流れ、さらには NPO 法

や税制などの制度設計にある

ことを指摘した。したがって、

経営と統治の視点から制度改

革を行うべきであるという問

題提起をした。 
 

２－３ 非営利組織と社会装置（仲介機能インターメディアリ） 
     
民間非営利組織（NPO、NGO）は営利をミッションせず、サービスを提供する対象からは

対価を貰わないことを原則とするため、常に、第３者に活動原資を求めなければならない。

資金調達、ひいては経営の不安定さを殆どの非営利組織が訴えるのはこのような本質的、

構造的な問題に起因するからである。他方、非営利組織に対して寄付、ボランティアなど

の人的資源を提供したいと考える組織、市民は多いが、それを実行にした者は５０％程度
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に留まるのが現状である。また、国際社会に着目すると NGO とパートナーを組みたいと考

える国際機関は急増しているが適格なそれを見出すことに苦労している。つまり、顕在的、

潜在的資源は存在しながらそれが非営利組織に届いていないのである。このような現象を

ミスマッチ問題とし、トランザクション・コスト論を用いて分析し、原因を非営利組織と

資源提供者の間で生じる過度なコスト（検索、交渉）であることを指摘した。問題解決策

として、これらのコストを軽減するための社会装置として仲介機能、すなわちインターメ

ディアリを提案した。英国、米国のインターメディアリ事例をトランザクション・コスト

論を用いて機能分析しながら、特に評価機能が重要であることを指摘し、非営利組織の評

価手法を具体的に示しながら、仲介機能における評価の重要性を提示した。 
（なお、インターメディアリ論をベースに東南アジア、南部アフリカにおいて仲介機能を

有する NGO の育成プロジェクトを展開したが、詳細は後述する。） 
 
関連業績一覧 
著書 単

著・共

著 

発行年 発行所、発表雑誌、

又は学会等の名称 
概要 

書籍     
◎NPOと社会をつな

ぐ 
～NPOを変える評価

とインターメディア

リ～ 

単著 2005 年 6
月 
（平成 17
年 6 月） 

東京大学出版会 ［概要］ 
NPO と受益者、NPO と資源

提供者の間のミスマッチ問題

の解決策としての、評価のあ

り方、それを担う仲介組織の

機能について論じ、21 世紀の

現在と将来に即した NPO 論

の必要性を訴えている。 
276 頁 

◎NPO 幻想と現実 
それは本当に人々を

幸せにしているのか 

単著 1999 年 7
月 
（平成１１

年７月） 

同友館 ［概要］ 
NPO と受益者、NPO と資源

提供者の間のミスマッチ問題

を現象面、理論面から分析し、

仲介機能の必要性を訴えた。 
         １８５頁 

○博士論文 
民間非営利セクター

のインターメディア

リ機能に関する研究 

単著 2001 年 6
月 
（平成１３

年６月） 

大阪大学  国際公

共政策研究科（学

位論文） 

［概要］ 
民間非営利組織と資源提供者

間に生じるミスマッチ問題を

トランザクション・コスト理

論で分析し、ミスマッチ問題

の解決策としてインターメデ

ィアリ機能の充実を提案し

た。とくに、その機能の中で、

非営利組織やその活動の評価

とその情報提供が重要である

として、政策、プログラム、

事業等各種評価方法をレビュ

ーし、インターメディアリ事
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例からその評価現状と課題を

指摘した。 
全３５１頁 

研究論文     
○非営利組織と資源

提供者間のミスマッ

チ問題 

単著 2000 年 3
月 
（平成１２

年３月） 

三田学会雑誌９２

巻４号慶応義塾経

済学会慶応義塾大

学出版会 

［概要］ 
非営利組織と資源提供者間の

ミスマッチ問題を取り引きコ

スト論から分析し、非営利セ

クターにも効率性の導入が必

要であること、それを実現す

るためには仲介機能や評価機

能が必要であることを論じ

た。１１３頁～１３９頁 
非営利組織と資金提

供者間の仲介機関：

事例と理論的考察―

非営利組織のインタ

ーメディアリ 

単著 1995 年 3 月 
（平成７年

３月） 

慶應義塾大学大学

院政策・メディア

研究科（修士論文） 

［概要］ 
非営利組織と資源提供者間の

ミスマッチ問題を国内の事例

に見出し、マクロレベルとミ

クロレベル分けて分類した。

これを取り引きコスト論によ

って分析し、問題解決の仮説

としてインターメディアリ

（仲介機能）を提案し、米国

英国にその実例を見い出し、

仮説の検証を試みた。 
２０６頁 

報告書     
 自治体における市

民セクター支援に関

する報告書 

共著 1997年 3月 
（平成９年

３月） 

市民セクター支援

研究会 
（自治体学会支援

研究） 

［概要］ 
NPO ブーム、NPO 法案設立

への動きが高まる中で、NPO
を認証し、直接関わってゆく

自治体のあり方について、自

治体関係者、研究者ら１５０

名が集まって研究を行った。 
中間支援団体のあり方につ

いて田中は記したが、資源の

トランスファーにかかわる仲

介機能について論述した。 
８０頁～８４頁 

米国学会ワーキン

グ・ペーパー 
    

MAKING  
 NOPROFIT 
 INROADS INTO 
 JAPAN'S  
 WELFARE STATE
（ワーキング・ペー

パー） 

単著 1997年 3月 
（平成７年 

3 月） 

Independent 
Sector 
 ( 米 国 ), 1995 
Spring 
Research Forum 
開 催 地 ：

Washington, DC 

［概要］ 
社会福祉協議会という巨大ネ

ットワーク組織の機能と役

割、その課題について英文論

文にし、発表した。 

 
２－４ 非営利組織の評価とアカウンタビリティ研究 
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「非営利組織の評価」 
非営利組織には企業の財務諸表にあたる業績を測定するメカニズムがないことを最初に

指摘したのは、恩師、ピーター・F・ドラッカ− 氏である。経営学をベースに同氏がハーバ

ート・ビジネス・グループと共同で開発した非営利組織の自己評価手法を日本に最初に紹

介したが、この手法を用いて、国会図書館、生協、自治体、NPO、NGO の評価分析をこれ

らの組織の構成員と共同で実施した。更に、日本のユーザーを意識し、日本での活用事例

と自己評価手法の使い方をより精緻に説明した解説書とコンパイルし、第２編を出版した。 
ドラッカーが提示した評価手法は、1960 年代から米国を中心に開発されてきた非営利プ

ログラムの評価手法とは大きく異なる点がある。つまり、経営とイノベーションを基軸に

した評価は、過去に設定した目標と現状の成果を比較して目標達成度を判定する従来の評

価手法とは異なる。むしろ、過去に設定した目標と現状ニーズとの差異を発見し次期戦略

や計画を策定することを奨励する。この点は学術研究として指摘したが、我が国の行政評

価においてようやく指摘され始めた問題点に答えを示唆するものである。 
 
関連業績一覧 
論文・著書名 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

研究論文     
○ドラッカーに

よる成果重視の

自己評価手法〜

評価領域拡大へ

の示唆〜 

共著 2004 年 
（平成 16
年） 

日本評価学会 
『日本評価研究』

第３巻第２号 

概要 
ドラッカーが提案した非営利組

織の評価手法と従来評価手法の

相違点を明らかにした上で、将

来に向かっての戦略計画を策定

するためにはドラッカーが提示

したイノベーション論をベース

にした評価手法が可能であるこ

とを示した。P87-107 
研究論文     
○「参加型評価の

将来性—参加型

評価の概念と実

践についての一

考察」 

共著 
 

2003 年 
（ 平 成 １

３年） 

日本評価学会 
『日本評価研究』

第１巻第一号 

参加型評価アプローチの誕生の

経緯と類型について理論的に考

察した上で国際 NGO、自治体

および国際協力事業団の事例を

分析し、参加型評価の可能性と

限界を示した。 
三好皓一、田中弥生 
pp65-78 

書籍／翻訳     
非営利組織の成

果重視マネジメ

ント 
—NPO、公益法

人、自治体の自己

評価手法— 

監訳 2000 年 12
月 
（ 平 成 １

２ 年 １ ２

月） 
 
 

ダイヤモンド社 
ピーター・ドラッ

カー、GJ スター

ン著 
 
 

［概要］ 
非営利組織の評価の考え方、そ

のベースとなるマネジメント理

論の解説に加え日本の適用事例

を掲載した。 
      全（174）頁 
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非営利組織の自

己評価手法 
翻訳 1995 年 12

月 
（平成７年 
１２月） 

ダイヤモンド社 
ピーター・ドラ

ッカー著 
 

［概要］ 
民間非営利組織は、善意では不

十分であり成果を重視しなけれ

ばならないと指摘した。そして

成果を確認するためのマネジメ

ントツールを「自己評価手法」

として開発した。    全（1
２３）頁 

論考     
問われる NPO の

答責性 
単著 2001 年 4

月 
（平成 13
年 4 月号） 

日本 NPO 学会ニ

ューズレター 
NPO のアカウンタビリティの

問題を国際 NGO と公的機関の

葛藤を例に指摘した。特に、

NPO の場合には誰に対して、何

を説明するのかという点につい

て、理想と現実の不一致を指摘

した。 
NPO を成功させ

るドラッカーの

５つの評価手法 

単著 1998年 7月

号 
（平成 10
年 7 月号） 

論座 
ｐ２０２－２０

９ 

ピーター・ドラッカーが提示し

た非営利組織の自己評価手法の

意味について解説し、日本の

NPO への適用方法を事例を交

えて説明した。 
報告書     
評価のすすめ 共著 2001年 8月 

（平成 13
年 8 月） 
 
 

笹川平和財団編 ［概要］ 
社会福祉分野で活動する民間非

営利組織の評価の考え方、アプ

ローチについて有識者と検討し

提言にまとめた。 
また、評価について豊富な蓄積

を有する米国コミュニティ開発

における評価の有功活用事例調

査を実施し、それらを後半に参

考事例としてまとめた。 
２―３頁、４―２５頁、全（１

４９頁 
 
「民間非営利組織のアカウンタビリティ研究」 
途上国における開発に着手する NGO の役割はますます重要視されている。また９０年代の世界

銀行を経済志向から社会開発志向に変える原因を作ったのも国際 NGO であると言われている。

しかしながら、国境を超えて活動する NGO に対する国際ルールは存在しない。また、途上国の

住民の意見を代弁する場面が少なくないが、当該国の住民から選挙で選ばれていない NGO の代

表制や正当性の問題も指摘されるところである。さらには、NGO のミッションが途上国の貧困

層を裨益することにありながらも、実際にはドナー向けのアカウンタビリティに時間とエネルギ

ーを充当していることが多い。このように、NGO のような非営利組織のアカウンタビリティの

ルールや方法論は未整備のままである。２０００年、民間非営利組織（NGO など）のアカウン

タビリティと評価について理論構築を目的にハーバート大学と慶應義塾大学の共同研究が開始
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された。私は日本側研究チームの研究員として研究と調整役を担った。コーポレートガバナンス

や戦略論と非営利組織の組織構造を比較しながら、ミッションをベースに自らの成果を明らかに

しながら、多様なステイクホルダーズとの交渉と調整を行う戦略的アカウンタビリティのあり方

を提示した。 

 
関連業績一覧 
論文・著書名 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

著書     
 
評価論を学ぶ人の

ために 
 
国際 NGO の評価

とアカウンタビリ

ティ 「評価入門」 
 

共著 2008年 1月 
（平成 19
年 12 月） 

世界思想社 概要 
アカウンタビリティに関する

NGO の現状、課題を明らかに

した上で、多様なステイクホル

ダーズとの関係を分析するため

のステクホルダーズマップを提

示した上で、NGO と周囲との

関係を構造化して説明する方法

論を提示。次に、企業の戦略論

を借用し、NGO のアカウンタ

ビリティをミッションをベース

にしたものにするために、影響

あるステイクホルダーズとの交

渉のあり方について説明した。 
論考     
International 
Workshop 
 on Rise of Civil 
Society and Role 
of University 
： Philippine 
Council for NGO 
Certification  
–Self-Accreditatio
n Mechanism of 
Tax Exempt 
Status of Civil 
Society 
Organization 

単著 2000年 4月 
（平成 1２
年４月） 
 
 

国際ワークショ

ップ「市民社会

と大学の役割」

上智大学比較文

化研究所主催 
 
 
国際ワークショ

ップ、ワーキン

グペーパー 
 

［概要］ 
市民社会分野における研究と実

践力向上、国際機関や企業との

連携などを議論し、これらの活

動における大学の役割について

議論した。世界銀行、国連、外

務省、企業、研究者６０名ほど

が２日間にわたり議論した。田

中は市民社会のアカウンタビリ

ティと評価問題についてパネル

として問題提起した。同時にフ

ィリピンの事例をペーパーとし

て提出した。 
 

報告書     
なぜ、いま評価な

のか〜国際 NGO
の評価を考える〜 

共著 2001年 8月 
（平成 13
年 8 月） 

笹川平和財団編 
 

［概要］ 
国際開発分野で活躍するＮＧＯ

を対象に、その評価の考え方、

アプローチ、さらにはアカウン

タビリティについて議論をまと

めた。欧米で活躍する国際開発

ＮＧＯおよび米国開発庁の評価

調査を実施し、後半にまとめた。 
２―１６頁、３０―３２頁、全
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（１４９頁） 
 

 

 
２－５ 国家と NGO ～アジア 15 カ国比較～ 
NPO 論は米国、英国の経済学者や社会学者を中心に築かれたものである。この理論をベー

スにアジア諸国の NGO を解説した研究論文が複数存在するが、現状と異なるという批判が

アジア諸国の研究者、実践者から出されて久しい。また、NGO、NPO の機能に着目するた

めに、中国の NGO もバングラデシュのそれも同じような姿で描かれてしまうことが多い。

本研究はアジア経済研究所の地域研究家を中心にチームを組み、西欧先進諸国とは異なる

アジアの途上国の文脈に適した NPO 論を構築するために、１５ヵ国の調査実施し比較研究

を行った。私はメンバーとしてシンガポールを担当した。 
 西欧の NPO 論、市民社会論は資源が充足する中での、政府セクター、企業セクターとの

比較優位で NPO の存在意義を説明する。また、日本、アジア諸国の地域社会に存在する伝

統的な地縁共同体、パトロン関係なども西欧流の定義に基づけば NPO と位置付けられる。

本研究ではこれらの地縁共同体は NGO、NPO とは別組織と位置付けた。そして、NGO の

姿を規定する要因として国家を挙げ、国家と NGO との関係に着目して各国の分析を行った。

ここで明らかになった点は複数あるが、中でも、NPO の存在意義を「小さな政府」論に求

めていたのは日本のみであるという点である。バングラデシュのような途上国においては、

脆弱な政府に対し NGO は、政府のガバナンスを構築し、より大きな政府として社会サービ

スを提供することを働きかけているという点である。 
 
関連業績一覧 
論文・著書名称 単

著・共

著 

発行年 発行所、発表

雑誌 
又は学会名称 

概要 

研究報告書     
「国家とNGO ア

ジア１５カ国比較

調査」報告書 
第 10 章 シンガポ

ール－権威主義的

福祉国家の巧みな

コントロール－ 

共著 
 

2000 年 4
月 
（平成 12
年 4 月） 

アジア経済研

究所 
 

［概要］ 
南アジア、東南アジア、東アジア合計

１５カ国における、国家と NGO の関

係いついて１年間共同研究した結果

をまとめた報告書である。田中はシン

ガポールを担当し、権威主義体制家に

おける政府の NGO の規制の様相と

NGO が育たぬ理由について考察し

た。 
重富慎一、佐藤宏、金子茂樹、田中弥

生他 pp199-218 
著書     
 アジアの国家と

NGO —１５ヶ国

比較研究— 第１

共著 2001 年 9
月 
（平成 13

明石書店 
重冨真一編著 
 

［概要］ 
アジア１５ヶ国において、地域研究の

視点から実施した NGO 研究。NGO
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０章 
 

年 9 月） 
 

の現れ方が国家間で異なることに注

目し、NGO を規定する社会要因とし

ての国家—NGO 関係に注目し、南ア

ジア、東南アジア、東アジアのそれぞ

れについて研究した論文集である。第

１０章のシンガポールを執筆した。 
全（397）頁、第１０章（250-271）
頁 

著書     
 
The State and 
NGOs ，

perspective from 
 Asia 
Chapter 
11:Subtile NGO 
Cotrol by a  
Developmentailist 
Welfare State 
 
 

共著 2002 年 2
月 
（平成 14
年 2 月） 
 

Institute of 
Southeast 
Asian 
Studies 
 

［概要］ 
アジア１５ヶ国において、地域研究の

視点から実施した NGO 研究。NGO
の現れ方が国家間で異なることに注

目し、NGO を規定する社会要因とし

ての国家—NGO 関係に注目し、南ア

ジア、東南アジア、東アジアのそれぞ

れについて研究した論文集（和文）か

ら、さらに市民社会とＮＧＯの関係に

ついても言及し英文にまとめた。第１

０章のシンガポールを執筆した。 
全（３３７頁）Ｃｈａｐｔｅｒ１０（２

００―２２１）頁 
 
２－６ 公益法人調査 
公益法人制度法案が平成１８年 1 月国会で承認されることになる。実に 115 年ぶりの法改

正である。公益法人の実態については９０年代初頭まで全く公開されなかった。そのよう

な中で、スキャンダル記事や天下り問題がマスコミや国会で取り上げられてきた。まずは

現状を明らかし関係者のみならず国民に明らかにすべきであるという問題意識のもと、故

林知己夫（元数理統計研究所所長）をヘッドに公益法人調査を実施した。 
 サンプル選定には 1/8 の等確立を用い、分析の段階では、巨大法人と中小法人、行政業務

補完型法人と民間イニシャティブ型法人にカテゴライズし、それらの分布状況を明らかに

した。さらには数量化 III 類を用いて財団法人、社団法人の差異、さらには設立年代と行政

補完型組織増加との関係などを明らかにしていった。 
 
関連論文 
研究論文 単

著・共

著 

発行年 発行所、発表雑誌 
又は学会名称 

概要 

○ Public interest 
corporation in 
Japan 
today:data-sicentifi
c approach 

共著 2000 年 4 月 
（平成 12年

4 月） 

Behaviormentrik
a, vol27, No,1 
January 
2000.4.13 The 
Behaviormetric 
Society of Japan 

［概要］ 
日本の公益法人（民法３４条

法人）について調査し、数量

化 III 類を用いて分析した。そ

の結果、社団、財団とは法的

には同類でも異なる活動形態

があること、また民間型と行
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政型の２つに明確に別れるこ

とが統計データによって明ら

かにされた。 
６７頁～８８頁 

林知己夫、入山映、田中弥生 
その他：対談     
「新たな公益法人制

度について」 
対談 2007 年 12

月 
（平成 19年

12 月） 

『文藝春秋１月号

（2008）』 
［概要］ 
公益法人制度は明治２９年の

制定より初めて改定され、平

成２０年度より新制度が施行

されることになった。新制度

が求められたわが国の経済・

社会的な背景、制度の目的、

そして今後の運営方法や税制

のあり方について議論した。 
民事法大改革の時代 

民事法の大改革を鳥

瞰する 

対談 2003 年 4 月 
（平成 15年

4 月号） 

法律時報 ［概要］ 
 
民法典の大幅な改正が検討さ

れる中、商法、家族法、公益

法人法について法律の専門家

と議論した。特に、公益法人

制度改革については、実務、

経営の視点から解説をした。 
 
２－７ 企業の社会貢献（corporate citizenship）国際調査 
1987 年より 8 年間にわたり企業の社会貢献の周知・啓蒙を目的に米国、英国、東南アジア、

欧州、オーストラリアの企業の社会貢献の事例調査を実施した。企業が社会貢献は 19世紀、

資本家が横行する時代に始まるが、それが合法的に認められるようになったのは 1936 年、

第一次大戦後である。その後、60 年代の対抗文化、反公害、反企業運動を経て、企業の社

会貢献はよりシステマティックになってゆく。同時に従業員との関係、消費者との関係の

変容ぶりも伺える。社会貢献活動のパートナー、あるいは圧力団体ともなり得るのが NPO、

NGO であるが、60 年代の企業批判のように市場の外から批判するような活動から、消費者

運動、さらには個人や機関投資家の力を利用した社会責任投資のように市場の中から影響

力を行使する活動もみられ、その変遷ぶりも明らかにしている。 
 
関連業績一覧 
論文・著書名 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

著書     
「ボランタリー

経済と企業 ～

日本経済の再生

はなるか？」 

共著 2002年 9月 
（平成 14
年 9 月） 

日本経済評論社 ［概要］ 
日本企業の新しい姿を模索する

ことをゴールに、「ボランタリ

ー経済」をキイワードに企業を

観る新しい切り口を試行。非営

利組織のために開発された評価
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理論をあえて営利という評価基

準をもつ企業に適用し、事例を

もとに評価を試みた。全（２５

１頁）（第４章、１２７－１６

６）頁 
文化のパトロネ

ージュ 
 

共著 
電通総責

任編集 
 

1991 年 
（平成3年） 

洋泉社  概要 
企業メセナという言葉が日本社

会で用いられ始めた時代の最初

の啓蒙書である。文化芸術政策、

美術館経営、非営利組織論など

多様な分野から企業メセナの必

要性を訴えた。筆者は海外の企

業の社会貢献事例を紹介した。7
頁 

論考     
TRANSPMITTI
NG THE 
TRADITION  
OF A CARING 
SOCIETY TO  
FUTURE 
GENERATION-
-- 
Childcare In the  
Community（ワ

ーキング・ペーパ

ー集９ 

単著 1993年 4月 
（平成 5 年 

4 月） 

米国学会ワーキン

グ・ペーパー 
Independent 
Sector 
 ( 米 国 ), 1993 
Spring 
Research Forum 
開催地： 

［概要］ 
企業と非営利組織そして行政の

パートナーシップによる駅型保

育園建設の試みを英文論文にし

発表した。 

 
以下、私が手掛けた関連文献を記すが、当時の所属団体の刊行物として発行しているため

解説者として筆者が記述している。 
発行年 
 
1989 年：平成元年３月 
1989 年：平成元年３月 
1990 年：平成２年３月 
1990 年：平成２年３月 
 
 
1990 年：平成２年３月 
1991 年：平成３年３月 
 
1991 年：平成３年３月 
1992 年：平成４年３月 
1993 年：平成５年３月 
 
1994 年：平成６年３月 
1994 年：平成６年３月 

刊行物名 
 
「米国のコーポレート・シチズンシップ 実例集」 他 
「U.S. Corporate Citizenship」 
「英国のコーポレート・シチズンシップ 実例集」 
「コーポレート・シチズンシップ 21 世紀の企業哲学 講談社」 
「Corporate Citizenship in the U.K.」 
「タイ／フィリピンのコーポレート・シチズンシップ 実例集」 
「Corporate Citizenship in Thailand/the Philippines」 
「企業チャイルドケア 実例集」 
「Corporate Childcare in Europe」 
 
「オーストラリアのコーポレート・シチズンシップ 実例集」 
「Corporate Citizenship in Australia」 
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2-８ 非営利組織のマーケティングと広告に関する研究 
日本の非営利組織の公報や広告活動についてアンケートとヒアリングから実態調査を行い

課題を抽出した。また、媒体関連会社の支援を募り非営利組織の公報活動を支援する米国

組織（Ad Council）を先進事例と位置付け、その役割・機能、さらには社会的効果を分析

し、この種の社会装置が日本にも必要であることを提案した。 
 
本研究は競争的資金によって行った。『財団法人吉田秀雄記念財団平成９年助成研究』 
関連業績一覧 
論文・著書名 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

報告書     
NPO のマーケテ 
 ィングと広告 

共著 1998年 2月 
（平成 10
年 2 月） 

財団法人吉田秀雄

記念財団平成９年

度助成研究 

［概要］ 
日本の NPO の広報の実態調

査から問題点を把握し、のぞ

ましい広報のありかたのヒン

トを米国、日本のマスメディ

アに求めた。（吉田秀雄記念

財団に研究成果として論文を

提出。）全５０頁、 
田中弥生、田中敬文、伊藤裕

夫、他 
論考     
NPO の発信を支

援する米国の公

共広告機構に学

べ」 

単著 1998年 2月 
（平成 10
年 2 月号） 

論座 
 

米国公共広告機構の成り立ち

と役割について詳細を解説し

ながら、わが国においては、

NPO などの民間非営利組織

に開かれた公共広告機構が必

要であることを提案した。 
Pp180-187 

 
1-9 その他：データベース整備、用語整備 
大阪大学、実務者団体によるデータベース整備、用語整備事業に参加し、非営利研究の環

境整備に努めた。 
論文・著書名 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

著書     
ボランティア・Ｎ

ＰＯ用語辞典 
共著 2004年 4月 

（平成 15
年 4 月） 

中央法規出版 ［概要］ 
ＮＰＯ、ボランティア活動の

歴史、概念説明、活動領域、

法制度、支援システム、人材

について体系的に説明した。

市民活動の評価について開設

した。第５章、４項、全（200）
頁 

NPO データブッ 共著 1999年 5月 有斐閣 ［概要］ 
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ク （ 平 成 11
年 5 月） 

山内直人編 非営利組織の広報の実情、公

益法人セクターの規模や傾

向、巨大法人に関する統計分

析を記した。 
 
16～17 頁、34 頁～41 頁 

 
 
３．評価研究 
 
3-1．大学評価 
大学評価は学校教育法ならびに国立大学法人法に基づき、高等教育機関の責務として義務

づけられるようになりなった。しかし、その方法論や体制の在り方については試行錯誤が

続いており、今後も改善に向けて不断の努力が必要とされている。 
 独立行政法人 大学評価・学位授与機構 評価研究事業の一環として大学評価をより効

果的・効率的に実施するための方法論について研究を進めている。ここでは評価の問題を

PDCA サイクルや経営という広い視点から捉え、企業、行政府機関、NPO や NGO など大

学以外の組織の取組の実績から学び、大学に有益な情報を抽出しながら、その適用性を探

ることにした。 
第１に行ったのが、代表的な各種手法にかかるレビューと紹介である。バランスド・ス

コアカード、SWOT 分析、戦略的計画法などの手法が有する機能を PDCA 別に整理した。

他方で、大学評価の課題を整理したが特に、目的・目標も含む計画立案力の問題が主たる

問題として浮上した。そこで、先の手法の中から SWOT 分析、バランスド・スコアカード

について大学の協力を得て試行し大学への適用可能性と課題を探った。また、これらの試

行的作業から明らかになったのは学内体制の問題である。多様な目的、関心をもつ学部・

学科から構成される自律分散的な構造を有する大学組織において、共通の目的を掲げ、共

有することは他組織に比較しても困難な点が多く、またそれが大学組織の主たる特徴のひ

とつである。このような特徴を有する組織において、計画や評価のタスクを進めてゆくた

めの促進・疎外要因を整理することは、手法の紹介とともに必要になる。 
第２に取り組んでいるのが、評価可能性の問題である。大学評価にかかる実績が少しづ

つ積み重なれているが、大学評価にかかる課題も顕著になってきた。そのひとつが、評価

可能性の問題である。特に国立大学法人結果が発表された 2009 年、この結果を鑑み、政策

評価・独立行政法人評価委員会（総務省）や財政制度審議会（財務省）より、評価結果が

曖昧であること、ならびにその原因として評価可能性の問題が指摘されている。 
では、評価可能性を引き上げ、大学の評価能力を向上させる方法論はないのだろうか。

そこで提案するのが、Evaluability Assessment(EA)である。EA とは計画立案段階で、計

画の評価可能性をチェックし、同時に評価作業のための準備もある程度整えるための手法

で、1970 年代に米国政策評価の専門家である Joseph Wholey によって提案された手法であ
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る。したがって、本研究では、大学の評価能力向上を目的に、EA の大学への適用可能性と

そのための条件を探ることを目的とする。ここでは、研究者および実務者からなるチーム

を編成し、EA の基本フレームワークと先行研究を精査した上で、実際に大学において EA
のシュミレーションを実施しながら、日本の大学の文脈における EA の適用可能性や限界点

を明らかにしてゆく。 
 
関連業績 

研究論文 
著書名称 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

○「第２サイクル

における高等専

門学校認証評価

基準 

―第１サイクル

の検証結果の基

準・観点の見直し

への反映― 

共著 2012 年 3

月 

『大学評価・学位

研究』第 13 号 

[概要] 

平成１７年度から評価を実施し

た後に毎年行ってきた評価を受

けた対象校ならびに評価を担当

した評価担当者に行っているア

ンケートによる検証結果、そし

て、初年度のみ行った対象校へ

のインタビューによる検証結果

をいかに分析して、それを基

準・観点の改善へ活かしたかに

ついてまとめた。 

○「自己評価書と

評価結果報告書

の関係から見た

大学機関別認証

評価の分析」 

共著 2011 年 3
月 

『大学評価・学位

研究』第 12 号 
[概要] 
過去 5 年間に実施した認証評価

結果について、各基準ごとに評

価者と大学側の採点の差異やそ

の原因を明らかにすべく定量的

に分析を行った。基準の性質に

よって判断の乖離の違いが顕著

であり、今後、基準の解釈につ

いてより明確な説明を加える必

要があることが示唆された。 
Pp117-138 

○「評価の検証か

らみた法科大学

院認証評価の現

状と課題」 

共著 2011 年 3
月 

『大学評価・学位

研究』第 12 号 
[概要] 
平成 14 年度に創設された法科

大学院の認証評価の運用や結果

を分析し、認証評価が同制度に

果たした機能について考察し、

今後の法科大学院の評価のあり

方について問題提起をした。 
Pp51-70 

     
○機能する大学

評価体制の特徴

と課題 ～福岡

工業大学事例か

ら～ 
(研究ノート) 

共著 2010 年 3
月(平成 22
年 3 月) 

大学評価・学位研

究第 11 号 
独 立 行 政 法 人 

大学評価・学位授

与機構 

[概要] 
大学評価については種々の問題

点が指摘されるが、最大の課題

は技術や知識の不足というより

も，それを受け入れ適用させる

ための体制の問題であると考え
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る。そこで、民間非営利組織や

企業の経営論を取り入れ、体制

を整えながら評価作業に着手す

る大学をとりあげ、ドラッカー

の経営理論を参考に、促進・阻

害要因を明らかにした。 
pp31-44 

「国立大学法人

評価の設計と実

際 ～大学改革

と行政改革のは

ざまで～」 
(招待論文) 

共著 2010 年 1
月(平成 22
年 1 月) 

評価クォータリ

ーＮｏ．12 
(財)行政管理研究

センター 

[概要] 
国立大学法人評価について、法

人制度の枠組みについて、制定

の歴史的経緯、法制度の思想的

枠組みを提供したエージェンシ

ー制度、さらには評価手法の基

礎論から解き明かし、制度設計

上の課題を評価作業の実際とそ

の検証作業から明らかにした。 
pp2-20 

○「大学評価能力

のアセスメント 
-Evaluability 
Assessment-」 
『大学評価・学位

研究』 
 

単著 2009 年 12
月(平成 21
年 12 月) 

大学評価・学位研

究第 10 号 
独 立 行 政 法 人 

大学評価・学位授

与機構 pp27-44 

[概要] 
大学評価から明らかになった課

題のひとつが、目的・目標およ

び計画の評価可能性の問題であ

る。この問題解決の方法として、

米国政策評価で開発された 
Evaluability Assessment 
を紹介し、その適用可能性およ

び必要性について論じた。 
pp27-44 

書籍 
著書名称 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

『大学評価文化

の定着』 
 
第 2 部第 3 章 3
節「エヴァルアビ

リティ・アセスメ

ント：評価可能性

の向上手法」 
第 3 部第 1 章「ア

クレディテーシ

ョンとオーディ

ット」第 3 部第 2
章「アセスメン

ト」第 3 部第 4 章

「国立大学法人

評価」 
 

共著 2010 年 5
月(平成 22
年 5 月) 

ぎょうせい [概要] 
「エヴァルアビリティ・アセス

メント：評価可能性の向上手法」 
評価を効果的・効率的に行うた

めに、計画立案段階から評価方

法論と組織体制を整えるための

手法を紹介した。 
pp111-115, 
「アクレディテーションとオー

ディット」 
大学評価において用いられてい

る複数の評価名称を概念的とそ

の構造から整理、説明した。 
pp123-135 
「アセスメント」 
大学教育の水準や効果の測定方

法を視点・目的別に整理し、状

態・水準測定、業績測定、プロ

グラム評価を概説した。 
pp136-153 
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「国立大学法人評価」 
国立大学法人制度、評価制度の

基本理念を説明した上で、同制

度で用いられている業績測定に

ついて概説し、国立大学法人評

価の課題について述べた。 
pp165-193 
 

報告書 
著書名称 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

「大学における

教育研究活動の

評価に関する調

査研究」文部科学

省平成 23 年度先

導的大学改革推

進委託事業 

共著 2012 年 3
月 

東京理科大学教

育研究科北原和

夫研究室 

[概要] 
日本学術会議が進めている大学

の分野別参照基準の構築調査に

関連し、大学の評価のあり方に

ついて包括的な調査を行った。

筆者は国立大学法人評価チーム

の幹事をつとめたが、国立大学

法人制度の政策過程および制度

を基礎づける理論を分析した上

で、国立大学法人評価制度の現

状と課題を述べ、望ましい方向

について提起した。 
全 421 頁 

Evaluability 
Assessment 研

究報告書 「大学

の質保証力向上

のための理論と

実践」 

共著 2012 年 3
月 

（独）大学評価・

学位授与機構 
[概要] 
大学評価・学位授与機構の中期

計画に基づき実施された調査研

究報告書。大学評価の質を向上

させるためには、目的・計画の

精度をあげ、同時期に成果指標

を定めて、定期的にデータを収

集する必要がある。そこで、目

的計画の作り方、指標データの

設計方法、データ収集と分析方

法などについて、大学実務者向

けにわかりやすく、理論を解説

し、豊富な実践例を示した。 
 
全 170 頁 

「本調査の問題

意識 －大学評

価を効率的・効果

的に行うための

体制とは」『大学

外組織評価研究

最終報告』 

報 告 書

（統括担

当） 

2009 年 3
月(平成 21
年 3 月) 

独 立 行 政 法 人 

大学評価・学位授

与機構 

[概要] 
BSC などの手法の大学への適

用実験の試みからみえてきた、

大学組織あるいはガバナンスの

問題を整理した。その上で、大

学評価にかかわる構成員とそれ

らの関係を整理をしながら、４

つの大学の事例分析を行なっ

た。pp1-29 
 
「大学評価の試

報 告 書

（統括担

2008 年 3
月(平成 20

独 立 行 政 法 人 

大学評価・学位授

[概要] 
試行的評価、機関別認証評価な



 27 

みから見えてき

た課題～計画立

案の問題と別視

点の評価の可能

性」」 
 
大学外組織評価

研究会中間報告

書 
 
 

当） 年 3 月) 与機構 ど複数の大学評価からみえてき

た課題の中でも、目的・目標の

設定の問題、それを達成する手

段としての計画立案の構造的な

問題、さらには評価と計画にか

かる組織的な問題について分析

を行なった。pp67-82 

研究発表・報告 
著書名称 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

国立大学法人評

価制度の議論 
第 2 部会「大学に

対するパブリッ

ク・マネージメン

トの在り方に関

する調査研究」 
 

単著 2011 年 12
月 11 日 

文部科学省平成

23 年度先導的大

学改革推進委託

事業 
シンポジウム 
―大学における

教育研究活動の

評価をどう考え

るか 

[概要] 
国立大学法人評価制度の現状と

課題を整理するために、国立大

学法人制度導入の政策的背景お

よび制度論を高等教育、公共政

策など多角的な視点から分析し

た。わが国高等教育政策と国立

大学法人制度の目標を明確にし

た上で、その達成手段としての

評価制度を再構築する必要があ

る。 
国立大学法人評

価における制度

目的の多重性と

評価方法の受容

性 
 

共著 2010 年 6
月(平成 22
年 6 月) 

日本評価学会 [概要] 
国立大学評価実施後におこなわ

れた検証結果をもとに、大学評

価制度における目的の設定と、

各種関係者が想定する目的の乖

離を明らかにし、それが誘発し

うる課題を指摘した。 
大学外組織評価

研究会中間報告 
～評価からみえ

る課題～ 
 
 
大学評価・学位

授与機構（2009）
大学評価フォー

ラム「大学評価

の戦略的活用と

方法」報告書 
 

発表・報

告書 
2009 年３

月(平成 21
年 3 月) 

大学評価・学位授

与機構 
[概要] 
大学評価の実施から明らかにな

った課題として計画立案問題を

取り上げた上で、その背景にあ

る原因を分析した。さらに、問

題解決としての手法活用の取組

について紹介した。 

 
 
3-2 政策評価制度、マニフェスト評価 
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現行の政策評価制度は「各府省が、自らその政策の効果を把握・分析し、評価を行うこと

により次の企画立案や実施に役立てる」と定義されている。そのバックボーンを PDCA サ

イクルとし、主たる目的を国民へのアカウンタビリティとしている。 
 しかしながら、この政策評価の体系は府省の上位にある政治レベルでの政策決定プロセ

スを評価の対象から外してきたため、いくつかの矛盾を生じされることになっている。平

成１８年より制定された市場化テストにおいては、モデル事業の評価結果は政策決定プロ

セスで無視され、評価結果とは異なる決定が成されている。政治レベルでの政策決定プロ

セスと政策評価結果が分断されてしまっているのである。類似の現象は独立行政法人改革

などにも見られる。 
 政治の決定によって府省が実施する政策評価の PDCA サイクルが壊されることがあると

すれば、明確な説明がなくても府省の上位にある政策目標の変更が可能になり、結局は国

民に対してアカウンタビリティを果たしていないことになる。 
 本問題の解決の方向として、政治が有権者に公約（約束）として提示した政策の領域と

現行政策評価の２つの領域をつなぐ評価体系を築くことではないだろうか。その方法とし

てマニフェスト評価アプローチがあると思われる。 
 本研究は政治の決定プロセスが大きな影響を与えている制度や政策の評価事例に着目し

ながら、現行制度の課題を構造的に分析し、政治領域の評価との連携に解決の方向を見出

しながら問題提起することにある。 
 
関連業績一覧 
論文・著書名 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

研究論文     

○「市場化テスト

の PDCA サイク

ルに見る評価手

法の考察 ～マ

ニフェスト評価

体系からのアプ

ローチ～」 
 

共著 2008年 3月 
(平成 20 年

3 月) 

日本評価学会 
『日本評価研究第

8 巻』第 8 巻第 1
号 pp95-114 

概要 
市場化テストは事前・事後の

評価システムが整いＰＤＣＡ

サイクルに基づいて運営され

る制度である。わが国でも導

入されたが、府省の上位にあ

る政治的な影響を受けてＰＤ

ＣＡが崩されてしまった。こ

の事例を分析しながら、現行

政策評価制度の課題を説明

し、課題解決にむけて、政治

領域と現行政策評価の２つの

領域をつなぐ評価体系が必要

であることを提示した。 
研究発表・報告     
日本評価学会 
「政権交代とマ

ニフェスト評価

～政治主導体制

共著 2009 年 11
月 29 日(平
成 21 年 11
月) 

日本評価学会 概要 
新政権誕生とともに政治主導

体制が強調されているが、各

府省を中心に実施されてきた
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化の政策評価の

あり方を考える

～」 
 

政策評価制度にも大きな影響

をもたらす可能性がある。 
 本論では、縦割りの府省を

中心とした政策評価制度の問

題、政治が PDCA サイクルを

壊す原因になっている点につ

いて検証した上で、政治主導

型政策評価への構造転換につ

いて議論・提案した。 
日本評価学会共

通論題セッショ

ン４ 「マニフ

ェスト評価とは

なにか ～その

構造と背景を考

察する～」 
 
「マニフェスト

評価と政策評価

制度 

～その構造的差

異と接点～」 

 
 

共著 2008. 年 6
月 18 日 
（平成 20
年 6 月） 

日本評価学会 概要 
マニフェスト評価と現行の

評価制度の構造的な差異を、

ハローワークの市場化テス

トという具体的な題材に考

察した。現行政策評価制度と

国民へのアカウンタビリテ

ィという視点からその課題

を捉え、マニフェスト評価の

政策体系と現行制度との共

働的な接点の必要性を考察

し、今後の課題を提示した。 
 

「市場化テスト

の PDCA サイク

ルに見る評価手

法の考察 ～マ

ニフェスト評価

体系からのアプ

ローチ～」『日本

評価学会第８回

全国大会発表要

旨集録』 

共著 2007 年 11
月(平成 19
年 11 月) 

日本評価学会 概要 
市場化テストは事前・事後の

評価システムが整いＰＤＣＡ

サイクルに基づいて運営され

る制度である。わが国でも導

入されたが、府省の上位にあ

る政治的な影響を受けてＰＤ

ＣＡが崩されてしまった。し

かしながら現行政策評価では

この点を説明していない。そ

こでマニフェスト評価アプロ

ーチを用いて問題の所在と原

因を明らかにしていった。ｐ

109-114 
「問われる評価

体系と政策マネ

ジメント・サイク

ル」『日本評価学

会第８回全国大

会発表要旨集録』 

単著 2007 年 11
月(平成 19
年 11 月) 

日本評価学会 概要 
現行政策評価の課題として以

下２点を、具体事例を以って

指摘した。第１に、政治レベ

ルの判断で策定され、複数の

府省に横たわる政策の亜倍に

は一省庁の政策評価では政策

の全体像を示すことができな

い、第２に府省の上位にある

政治レベルの判断や影響が加

わった場合、政策評価結果は
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無視されＰＤＣＡサイクルが

崩れることがある。 
 
3-3 ODA 評価 
（１） ODA 政策評価研究：政策の上流と行政業務の連動 
アカウンタビリティへの高まりの中で評価が法的に定められ全省庁が取り組み始めた。中

でも外務省の ODA 評価は 80 年代初頭からその取り組みが行われており、評価ガイドライ

ン策定、評価手法の開発が進められている。しかしながら、これらの評価は政策判断のも

とに定められた事業や対象国における効果の説明にとどまっているのが現状である。つま

り、援助の対象となった国や当該事業を日本政府が選択したことの妥当性を分析すること

は行われていないのが現状である。また、評価研究では、政策に踏み込むことは政治学の

分野であるとして距離をおいてきたという経緯がある。 
本研究は、ODA の一形態である構造調整借款を取り上げ、その 20 年の推移をレビュー

しながら、その背景にある最も上流の政治的判断および政策判断をオーラル・ヒストリー

手法とデータ分析を用いて明らかにした。これまで ODA を規定する政策判断や外交政策と

ODA 評価が分断されて説明されてきたが、歴史的視点を評価に導入することによって政策

の上流部分と ODA 実施状況（現場）を貫いてみることができた。 
 
関連業績一覧 

研究論文 単著・ 
共著 

発行年 発行所名称 概要 

○構造調整借款

20 年のレビュー

からみる日本政

府の政策と判断 

単著 
 

2006 年 3
月 
（平成 18
年 3 月） 

『日本評価研

究』（日本評価

学会）第６巻第

1 号（平成 18
年 3 月発刊）

pp85-101 

［概要］ 
外務省は ODA 評価の一貫として日

本の構造調整借款について初めて

包括的なレビューを行った。1986

年、構造調整借款の開始以来、約

20年間で 9,767億円が投じられて

いる。本論では開始時期の政策背

景を探ろうとした。そこでみえて

きたのは、日米貿易摩擦に取り組

む日本政府の葛藤と資金環流措置

であった。当時、構造調整借款は

総額 650 億ドルの資金環流措置の

パッケージのひとつで、足の速い

援助モダリティであることから環

流目的に適しているとして選択さ

れたのである。ここで問われるの

は、日米貿易摩擦解消のための資

金還流という目的を背負いながら

も ODA として構造調整借款を選択

したことの妥当性である。また、

ODA 政策を超えて政治的判断に直

結した案件政策評価の課題につい
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ても問題提起した。 

 
論考     
日米貿易摩擦と

「 還 流 す る

ODA」 
UP(University 
Press、論考) 
 

単著 2005 年 12
月 
（ 平 成 １

７ 年 12
月）（2006
年 1 月号） 

東京大学出版

会 
［概要］ 
日本が ODA として構造調整借款

に着手する背景を探りながら、そ

れが日米貿易摩擦を背景にした政

治的判断に直結していることを明

らかにした。さらに政治的な判断

に結びつく ODA の政策評価のあ

り方について問題提起をした。 
研究発表・報告     
ODA 評価におけ

る 戦 略 的

Assessment 導入

の試み 〜外務

省ザンビア国別

評価への適用事

例〜 
 

報告書責

任者（評

価主任） 

2007 年 6
月 
（平成 19
年 6 月） 

日本評価学会 
春期第 4 回大

会 

［概要］ 
援助計画に戦略性が求められる

中、ODA 評価もそれに資する提

言が求められる。しかしながら、

過去に設定した目標の達成度を検

証 す る こ と を 基 本 と す る

evaluationでは時々刻々と変化す

る環境をもとに計画を策定するた

めの情報港としては限界がある。

そこで assessment の方法論をザ

ンビア国別評価で試行した結果を

説明した。P137-142 
報告書     
ブルガリア・ルー

マニア国別評価

報告書 

共著 
報告書責

任者（評

価主任） 

2009 年 3
月 
（平成 21
年 3 月） 

外務省 ［概要］ 
ブルガリア、ルーマニアへの ODA
を終了するにあたり総括評価を行

った。1997 年より行ってきた日本

の援助効果と意義、後発国への教

訓を導き説明した。 
中国国別評価報

告書 
共著 
報告書責

任者（評

価主任） 

2008 年 3
月 
（平成 20
年 3 月） 

外務省 ［概要］ 
対中国円借款終了のタイミングを

捉え、対中国 ODA の効果と意義

を総括した。 
ザンビア国別評

価報告書 
共著 
報告書責

任者（評

価主任） 

2007 年 3
月 
（平成 19
年 3 月） 

外務省 ［概要］ 
日本の対タンザニアの ODA の効

果と課題について検証し教訓と提

言を行った。援助協調が進む同国

における日本の立場や体制つくり

の課題について詳述した。 
一般財政支援（タ

ン ザ ニ ア

PRSP・ベトナム

PRSC）のレビュ

ー報告書 

共著 
報告書責

任者（評

価主任） 

2006 年 3
月 
（平成 18
年 3 月） 

外務省 ［概要］ 
援助対象国の一般会計に ODA を

提供することによって財政支援を

行うことを目的とする新援助スキ

ーム「一般財支援」を日本も試験

的に導入しているが、これらにつ

いてレビューを行い課題を説明し

た。 
調整融資のレビ  2005 年 3 外務省 ［概要］ 
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ュー 
－構造調整借款

およびセクター

調整借款の概観

－報告書 

報告書責

任者（評

価主任） 

月 
（平成 17
年 3 月） 

日本の調整融資 20 年分（総額

9700 億円）の実績を初めて明らか

にした。また、その変遷に影響し

たであろう国際援助、外交政策の

潮流との関係を記した。さらに、

この種の援助の効果について計量

モデルでシュミレーションを行っ

た。80 頁 
論考 
著書名称 単著・ 

共著 
発行年 発行所名称 概要 

わが国の ODA 評

価の課題 
インタビ

ュー記事 
2005 年 4
月 
（平成 17
年４月） 

国際開発ジャー

ナル 
外務省、国際協力銀行での ODA
評価の経験をふまえ、日本の

ODA 評価の課題は、上位の政策

と実施の間に乖離があり、それ

を公開できない点にあることを

指摘した。 
 
 
3-4 ローカル・マニフェスト評価 
昨今の国および地方選挙では、マニフェストを掲げる候補者が急増している。マニフェス

トは、政策を提示、実行し、その評価情報を有権者に公開して初めて機能することになる。

だが評価の仕方はまちまちで、キャッチーなインプット目標を列挙してマニフェストとし、

目標達成率が高かったと説明されていることが多い。政策、施策、計画からなる政策体系、

さらにはその実行過程と成果に到る工程を論理的に整理し、これらを評価基準として設計

する必要がある。 
平成 16 年マニフェストを掲げて当選した 5 人の知事を評価し、公開討論する場が北川元

知事のイニシャティブでつくられた。評価は知事自身の自己評価と大学関係者やシンクタ

ンクによる第 3 者評価の 2 種類が行われた。本論は、第 3 者評価のため、政策体系から実

行過程、成果に到る工程を論理的に整理しそれを評価基準の設計に反映させた。実際にこ

れらを用いて評価者が作業したが、その過程で政治学出身と行政学者出身の評価者の見解

の相違や、成果測定方法の困難性などの問題が浮上しているが、これらはマニフェスト評

価の課題そのものである。 
 
関連業績一覧 
関連論文など 
研究発表・報告 単

著・共

著 

発行年 発行所、発表

雑誌 
又は学会名

称 

概要 

ローカルマニフェ

ストの設計と課題 
共著 2004 年

11 月 
日本評価学

会 
［概要］ 
平成 16 年、マニフェストを掲げて当選
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（平成 16
年 11 月） 

した 5 人の知事のマニフェスト評価を

知事および第 3 者が評価を行った。そ

の際の評価基準つくりを担当したが、

その際の設計方法と課題について論じ

た。 
 


